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最後にはしがきを書いた 1998 年７月までの情報で若干補っている。したがって、1998 年７月
以降に起きたことについても上記の主張は成立するか否かという判断は読者に委ねた（２）。 
 とくに 1999 年に「人民法院五年改革綱要」、2000 年に「検察改革三年実施意見」、2002 年に
第一回統一司法試験、同年に「中国律師事業五年発展綱要」といった司法改革プランの発表及






















共産党紀律処分条例（試行）」（1997 年２月 27 日発布、試行）、「中国共産党党員領導幹部廉潔
従政若干準則（試行）」（日付不明。『法制日報』1997 年４月 18 日２面）、などがあり、配偶者
や子女の活動を含めた廉潔さを要求している。2003 年 12 月 31 日には、「試行」のとれた「中
国共産党紀律処分条例」が発されている（例えば『人民法院法』2004 年２月 19 日１～４面。
また同じく 2003 年 12 月 31 日には「中国共産党党内監督条例（試行）」も発されている。『人民
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二 法院 
 





























 2001年 10月 18日には最高人民法院により「中華人民共和国法官職業道徳基本準則」が発布、




年には、６月 30 日の「法官法」及び「検察官法」の改正、10 月 31 日の「国家司法考試実施辦
法（試行）」、12 月 29 日の「律師報」改正（いずれも 2002 年１月１日施行）などの統一司法試













 2003 年６月 10 日付けで最高人民法院は「関於厳格執行≪中華人民共和国法官法≫有関懲戒
制度的若干規定」（「中華人民共和国法官法」の懲戒に関する制度を厳格に執行することに関す
る若干の規定）を定めている（28）。 
 2002 年３月に第一回、2003 年 11 月に第二回の統一司法試験が行われている。一回目は 36
万 347 名の受験申込者に対し合格者は２万 4000 名余（実受験者に対する合格率 7.74％）、二回







































単位から推薦された監督院が監督して意見提出できるという制度である。2003 年 12 月 10 日の
報道では、5198 名の人民監督員が招聘され、2003 年９月発足以来 85 件につき監督活動を行っ
ている（34） 
－ 6 － 
 警察についても公正で適切な職務の遂行を確保するための措置が採られている（35）。警官
























（２）Dnald C. Clarke, Power and Politics in the Chinses Court System of Civil Judgements, Columbia 







調査で、1998 年８月 11 日に夏勇中国社会科学院法学研究所副所長（当時）の説明を受けた。また、本
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文での「幹部」の説明も、そのときの質疑応答の中から示唆を受けたものである。 
（４）「機構改革 事業単位向何処去」（『法制日報』2000 年３月 14 日１、２面）は上記「関于国務院機構




大学比較法研究所『比較法学』31 巻１号、298-325 頁、1997 年）、「体制転換過程における中国の下崗
問題」（『社会体制と法』３号、26-41 頁、2002 年）、後者については、「中国における労働契約制度の
展開 ― 解雇制度の動向を中心として」（上・下）（『労働法律旬報』415 号 34-48 頁、416 号 23-33 頁、
1997 年）、「中国の雇用保障制度」（『九大法学』78 号、1-45 頁、1999 年）、「中国における「下崗」－
国有企業の人員合理化策に関する研究」（『日本労働研究雑誌』469 号、46-57 頁、1999 年）、「中国にお
ける教育訓練費用の返還特約に関する研究」（『九大法学』80 号、107-151 頁、2000 年）、「中国におけ
る雇用調整と雇用保障制度」（『日本労働法学会誌』96 号、47-61 頁、2000 年）、「≪中華人民共和国工
会法≫における労働三権」（『社会体制と法』３号、49-54 頁、2002 年）、『中国労働契約法の形成』（信
山社、2003 年）などがある。 
（６）労働及び社会保障部による「労働力市場管理規定」（2000 年 12 月 18 日発布、施行）もその現れのひ
とつである。本規定は 1995 年の「就業登記規定」「職業紹介規定」に代わるものである。同部の「関








（８）７月９日頒発。『中華人民共和国国務院公報』2000 年 29 期、5-11 頁。 
（９）『中華人民共和国最高人民検察院公報』2002 年５期、6-14 頁）。 
（10）「海南完成≪法官条例≫試点考試」（『人民法院報』1993 年８月 20 日１面）。 
（11）例えば、1998 年９月 14 日の肖揚最高人民法院院長、韓杼濱最高人民検察院長による全国人民代表大
会内務司法委員会に対する報告では、同年３月からの「教育整頓」活動における法院による「改判錯
案」は 8000 件余、検察院による「糾正」は 1200 件余、「違法違紀法官、検察官」5000 名であった（「審
判和検察機関教育整頓成効明顕」『人民日報（海外版）』1998 年９月 15 日１面）。 
（12）９月３日発布、施行。『法制日報』1998 年９月４日（２面）、『人民法院報』1998 年９月５日（１面）、
『中国律師報』1998 年 10 月 14 日（３面）、『人民日報（海外版）』1998 年９月４日２面。故意または
過失により違法な裁判、執行を行った場合には、軽微な場合には検査・批判の対象とし、比較的重大
な場合には「紀律処分」とし、犯罪の疑いがある場合には、関係部門に移送して処理する。 
（13）辦法９月７日発布、執行。条例９月 16 日公布、執行。『中国律師報』1998 年 10 月７日（３面）。 
（14）「全国法官等級評定工作開始」（『人民法院報』1998 年 11 月 17 日１面）。1998 年に開始し、翌年３月
に終了予定である旨報じる。 
（15）「最高人民法院将公開招考高級法官」（『人民日報（海外版）』1999 年３月２日４面）。 
（16）６月 22 日頒布、施行。『最高人民法院公報』1999 年４期、121 頁。1996 年６月 26 日付けのもとの暫
－ 8 － 
行辦法は未見であるが、全国統一試験合格（この段階では法院系統のみの統一試験）を「初任審判員」
「助理審判員」採用の要件としたことが主要な改正点と思われる。 
（17）「肖揚在国家法官学院法官培訓班上強調全面培訓現職法官」（『法制日報』1999 年３月 27 日１面）。 
（18）「全国法院幹部管理工作座談会在蓍挙行」（『人民法院報』1999 年９月７日１面）。 
（19）１月 31 日公布。『法制日報』2000 年２月１日２面。 
（20）「“法院有人”也白搭 上海法院為親属在法院工作的律師建“花名冊”」（『法制日報』2000 年６月８日




2000 年 11 月 24 日１面）は、北京では、法院退職者に対し民事事件の代理とならないように説得する
旨報道する。「最高法院対本院庭級以上領導幹部発出禁令配偶子女不得従事有償法律服務和商務活動」





の情報公開が未成熟なのか、興味深い論点である。例えば、朝日新聞 2003 年６月 23 日夕刊３版１面
「最高裁と東京高・地裁 裁判所職員、懲戒は 23 人 01～02 年度 無断欠勤や近所迷惑」は朝日新聞
社が情報公開請求をして得られたことの報道である。 
（21）「中央統戦部和最高法院聯合召開座談会透出信息 党外人士担任法院領導幹部人数増多」（『法制日報』
2000 年２月 25 日１面）。 
（22）「肖揚就法官法修正案草案作説明」（『人民法院報』2000 年７月４日１面）。 
（23）７月 28 日公布、『中華人民共和国最高人民法院公報』2000 年５期、149-150 頁。 
（24）『人民法院報』2001 年 10 月 19 日は３面に同準則を掲載し、１面にも関連記事を載せている。 
（25）『中華人民共和国最高人民法院公報』2001 年６期、192 頁。 
（26）「明年起初任法官一律通過国家司法考試選任」（『人民法院報』2001 年 12 月 18 日１面）。 
（27）「８項措施推進中国法官職業化」（『人民法院報』2002 年 10 月 16 日１面）。 
   張衛平主編『司法改革系列 清華司法改革国際論壇 司法改革論評』第４輯（全４輯の最終輯）（中
国法制出版社、2002 年 10 月）所収の武東渝・華芾「人民法院内設機構和人員分類管理的調査与思考」
は８法院の調査を行い、法院内のポストとして○○長、副○○長的ポストが多く、管理職が多いのに
比して、裁判官の業務をサポートするスタッフが少なく、事務的なことも裁判官が負担していること
を問題点として指摘している。2003 年 10 月 27 日には「人民法院書記員管理辦法（試行）」が発布・執
行され、10 月 21 日には「人民法院書記員聘任合同示範文本」（募集に対して応募する型の書記員につ
いてのモデル契約書）が通知されている（『人民法院報』2003 年 10 月 28 日４面）。「最高法院改革書記
員管理体制 将実行聘任制和合同管理」（『法制日報』2003 年 10 月 28 日１面）によれば、2002 年末の
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（28）『法制日報』2003 年６月 20 日２面。 
（29）「統一司法考試之後」（『人民法院報』2004 年６月９日Ｂ１面）。同記事は合格者に対する研修制度を
提案している。 
（30）「雲南三千法官進行続職考試 成績不合格者待崗」（『人民法院報』2003 年 10 月 20 日１面）。また、





制報』1999 年９月 29 日３面）。一方、1999 年１月 14 日の『商游報』（海南省航空公司）１面によれば、
1999 年１月１日より海南省海口市中級人民法院一審は人民参審員制度を実行する。「譲陪審員不再当
“尊設” 中国人民大学教授何家弘談陪審制度改革」（『北京晩報』1999 年２月 17 日Ｂ17 面）も必要
説。『上海法制報』2000 年６月 12 日３面が紹介する上海市第一中級人民法院は専門家招聘型。『法制日
報』2002 年 11 月 18 日Ｂ１面が紹介する北京市海淀区人民法院の例では 70％程度に人民参審員をつけ
ている。市民参加の観点からの努力と位置づけられている。 
（32）「韓杼濱検察長強調、深入貫徹 30 号文件精神 努力改善和提高検察経費保障水平」（『検察日報』2000
年３月２日１面）。30 号文件とは「財政部関于政法機関不再従事経商活動和実行収支両条線管理後財政
経費保障的若干意見」である（「意見」については未見）。同様の配慮は法院についても同じである。 
（33）『中華人民共和国最高人民検察院公報』2002 年４期、17-29 頁。 
（34）「検察機関試行人民監督員制度」（『法制日報』2003 年 10 月 23 日１面）、「人民監督員制度試点工作所
見成効」（『法制日報』2003 年 12 月 10 日）。この背景には国家工作人員の腐敗への対処の必要（不起訴
処分へのチェック）と違法な捜査への対処の必要とのふたつの認識がある。身柄の拘束が違法な期間
に及ぶことが 2003 年に問題となり、法院もこの問題に取り組んだ。「全国法院超期羈押案件清理完畢」




高人民法院関於推行十項制度切実防止産生新的超期羈押的通知」『法制日報』2003 年 12 月２日２面）。 
（35）例えば、「公安機関実施停止執行職務和禁閉措施的規定」（1998 年８月 29 日。『人民公安報』1998 年
９月 12 日２面、「公安機関人民警察執法過錯責任追究規定」（1999 年６月 11 日発布、施行。『中華人民
共和国国務院公報』1999 年 27 号 1193-1198 頁）、「公安部党風廉政建設責任制実施辦法」（発布日不明。




（36）「人事部、公安部出台新規定 録用民警将実行省級統一招考」（『人民公安報』2000 年６月 22 日１面。
２面にも関連記事）。同年５月 25 日付けの「関于印発＜関于地方公安機関録用人民警察実行省級統一
招考的意見＞的通知」の内容、意義の紹介である。1996 年９月 10 日発布、実施の「公安機関人民警察
録用辦法」（『中華人民共和国国務院公報』1996 年 31 号、1239-1241 頁）では、省レベルの審査を要す
るが、県レベル以上での採用が可能であった。これを省での統一採用試験に改めるものである。 
（37）法曹の職業倫理的規則類も制定されている。最高人民法院・司法部「関於規範法官和律師相互関係
－ 10 － 
維護司法公正的若干規定」（2004 年３月 19 日）（『人民法院報』2004 年３月 19 日１、２面）（弁護士が
裁判官に違法に情報を求めたり、経済的利益を与えたり、顧客の依頼を受けて弁護士が裁判官を饗応
したりしてはならないといった具体的な規定がもりこまれている）、中華全国律師協会（常務理事会）
「律師執業行為規範（試行）」（2004 年３月 20 日通過・試行）（『法制日報』2004 年４月 26 日２面）。
国務院国有資産監督管理委員会「国有企業法律顧問管理辦法」（2004 年５月 11 日公布、６月１日施行）
（『法制日報』2004 年５月 18 日５面）は、国有企業の「法律顧問」による「依法経営」（法による経営）
をうたっている。これは企業管理における compliance に相当するものであろうか。 
（38）「人民法院民事訴訟風険提示書（徴求意見稿）」が『人民法院報』2003 年 11 月１日４面に示され（さ
らに最高人民法院の公式サイトでも示されたと思われるが未見である）、これに寄せられた意見も参照
してと思われるが、同年 12 月 25 日に「人民法院民事訴訟風険提示書」が公布された（『人民法院報』
2003 年 12 月 26 日１・２面）。管轄、期限その他各段階ごとにしかるべき訴訟行為を適切に行わなけれ
ば、それにともなうリスクを当事者が負うことを一覧表のようにしたものである。 
 
補注：2004 年の統一司法試験は９月 18、19 日の２日間にわたって行われる。「中華人民共和国司法部公告











（2004 年６月 29 日稿） 
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